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 1 ．問題の所在
　選挙権年齢を「18歳以上」に引き下げる「公職選挙法等の一部を改正する法律」（以下、「公
選法等一部改正法」と略）が2015年 6 月に成立したことを受け、若年層、特に高校生を主な対
象とする「主権者教育」1 ）への関心が高まっている。総務省と文部科学省は同年 9月、高校生
向けの副教材を共同で作成して公開したほか、文部科学省は同年11月、「主権者教育の推進に
関する検討チーム」を設置した。このチームが実態把握のために全校調査を行ったところ、
2015年度は 9割以上の高校で 3年生を対象に主権者教育が行われたという（文部科学省　
2016）。
　この主権者教育の大きな特徴は、第 3節で詳述するように、現実の政治課題をより積極的に
取り扱うことで政治への関心を高めることを強調している点にある。そのため、新聞を学校教
育で活用する「NIE」（Newspaper in Education）2 ）も注目を集めるようになり、新聞各社は主権
者教育の高まりを好機ととらえて営業・広報活動を活発化させている。例えば読売新聞東京本
社は2015年11月から翌2016年 2 月にかけて 3回にわたり「主権者教育をテーマにした新聞活用
教育（NIE）セミナー」を開催したほか、毎日新聞大阪本社では2015年 9 月、「主権者教育の
ための指導力向上セミナー」（日本ニュース時事能力検定協会主催、毎日教育総合研究所協賛）
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要旨：主権者教育への関心の高まりとともに、新聞を学校教育で活用する「NIE」（Newspaper in 
Education）が改めて注目されている。しかし、文部科学省は新聞を含めた補助教材の使用につ
いて「中立かつ公正な立場」から指導することを求めており、こうした要請にどう応えるかが
NIEの大きな課題となっている。一方、ジャーナリズム論においては「中立」と「公正」は異な
る概念で、「中立」はその時々の政治状況によって変化する曖昧なものであり、「公正」とは情
報の取得対象からの「独立」を意味すると考えられてきた。これらを踏まえ、主権者教育にお
いてNIEを推進しようとすれば、一定の政治的中立性を担保できる機関が新聞を利用した教材を
作成することや、新聞の発する情報を批判的に検討する「メディア・リテラシー教育」をNIEに
位置付けることが求められる。
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が開催された。こうした現実政治への接近は同時に、NIEにおける政治的中立性をどう確保す
るかという課題も浮上させている。2015年 7 月には、新聞 2紙を補助教材として用いた山口県
の県立高校のある授業が「政治的中立性を欠いている」として県議会で問題視され、新聞等で
大きく報道されるなど衝撃を与えた（第 4節で詳述）。政治教育における政治的中立性とは何か、
そしてそれはどのように確保できるのかという問題は、1947年に教育基本法（以下、「旧教基法」
と略）が制定された時から長く議論されてきたが、主権者教育への関心の高まりとともに改め
てこうした問題が浮上しているのである。一方、NIEは日本においては1985年に提唱されて以
降、全国の小・中・高等学校で数多くの様々な実践が重ねられ、その中には社説や投書欄を活
用した討論や、新聞記事から環境や平和などの今日的課題を考える活動など、主権者教育の内
容を先行しているものも多い（小原ら　2013：54、55）。だが、政治的中立性の観点からNIE
活動を考察した理論的研究は、管見の範囲では存在しない。他方、ジャーナリズム論において
は、「中立」や「公正」の問題は主要な関心の一つであり、これまで多くの議論が重ねられて
きた。
　以上を踏まえ本稿では、主権者教育において新聞を活用する際、政治的中立性をどのように
確保できるのかについて、ジャーナリズム論における蓄積を整理することで有益な知見を得る
ことを目的とする。具体的には以下の過程で行う。まず第 2節で、政治教育および政治的中立
性がどのようなものとして捉えられてきたのか、先行研究に依拠しながら概観する。第 3節で
は主権者教育の定義について確認し、それがこれまでの政治教育とどのような関係にあるもの
なのかを整理する  3 ）。第 4節では、主権者教育に要求される政治的中立性について、副教材に
示された政府の見解を確認する。そして第 5節でジャーナリズム論において「中立」や「公正」
がどのように検討されてきたのかを確認し、第 6節で、政治教育の先進事例であるドイツの実
践を参考に、第 5節で得られた知見を主権者教育においてどう具体化できるのかについて検討
する。
 2 ．教育の政治的中立性をめぐるこれまでの議論
　政治的教養を涵養するための教育については、「政治教育」と題した旧教基法 8条（以下、「旧
8条」）において、第 1項で「良識ある公民として必要な政治的教養は、教育上尊重されなけ
ればならない」とする一方、第 2項では「法律に定める学校は、特定の政党を支持し、又はこ
れに反対するための政治教育その他政治的活動をしてはならない」と定めていた。1954年には、
学校における「偏向教育」を是正し、教育の政治的中立を維持することを目的としたいわゆる
「教育二法」、すなわち「教育公務員特例法の一部を改正する法律」と「義務教育諸学校におけ
る教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法」が成立した。当時は東西冷戦の影響を受け、
国内政治において「保守」と「革新」のイデオロギー対立が激化していく時期にあたり、教育
の政治的中立性を巡る教育界での論議も、激しい政治的対立の中で展開された（藤田、貝塚　
2011：183-225）。さらに1969年には、高校生の政治活動が学生運動の影響をうけて過激化して
いるとして、文部省は「高等学校における政治的教養と政治的活動について」を各高等学校等
に通知した。そこでは、「特定の政党やその他の政治的団体の政策・主義主張や活動等にかか
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わる現実の具体的な政治的事象」を授業で扱うことについて、「教師自身も教材としてじゆう
ぶん理解し、消化して客観的に取り扱うことに困難なものがあり、ともすれば教師の個人的な
見解や主義主張がはいりこむおそれがある」ことから、「慎重に取り扱うこと」が要請された。
2005年に改正された現「教育基本法」（以下「新教基法」と略）でも、旧 8条は第 1項第 2項
ともに14条（以下、「新14条」）にそのまま引き継がれた。そして以上の経緯から、教育現場に
は政治的な事項への取り組みが党派的教育とみられることへの恐れが生まれ、第 1項が期待す
る政治教育が過度に抑制される状況が続いてきたのである  4 ）。
　この間、教育における政治的中立性に関して多くの議論が交わされてきたが、大きな論点の
一つは、第 1項の「良識ある公民として必要な政治的教養」と、第 2項の「特定の政党を支持
し、又はこれに反対するための政治教育」とをどのように区別できるのか、という点を巡るも
のだと言える 5 ）。この点は、旧教基法の制定時から意識されていた。旧教基法の制定事務担当
者の解説（教育法令研究会　1947）によると、政治教育とは国民に政治的知識を与え、政治的
批判力を養い、もって政治道徳の向上を図ることを目的とする教育である。それは、固定した
イデオロギーへの服従を強制した戦前の日本の政治教育への反省に基づくものであった。そし
て第 1項でいう「必要な政治的教養」とは、①民主政治、政党、憲法、地方自治等、現代民主
政治上の各種の制度についての知識、②現実の政治の理解力及びこれに対する公正な判断力、
③民主国家の公民として必要な政治道徳及び政治的信念、であるという。一方、第 2項が禁止
している「特定の政党を支持し、又はこれに反対するための政治教育」に該当しない教育とは、
①教育内容の面では、政党の政策や主張に言及する場合、一つの政党のものだけではなく各政
党すべてにわたること、②授業者の態度の面では、ある政党を支持するとか反対するような態
度をとらず、客観的・学問的に取扱い、生徒の政治的批判力を培うようにすることだという（同
上：111-115）。だがそれでも、政治的中立性の範囲を限定することの困難、例えば「生徒の政
治的批判力を培う」教育内容と「ある政党を支持するとか反対するような態度」をとらせない
ことをどのように区別できるのか、といった疑問は解消されないままである。法案を審議する
帝国議会衆議院教育基本法案委員会でもこの点が何度か質問されたが、「学校現場の校長や教
師の判断に任せざるをえない」という答弁が繰り返された 6 ）。
　教育の政治的中立性は、教育二法制定時に特に世論の大きな関心を集め、多くの議論が展開
されたものの、「文部省対日本教職員組合」という激しい政治的な対立構造の中で議論それ自
体は「ほとんど噛み合っていたとはいえなかった」（藤田、貝塚　2011：186）。そうした中でも、
「政治的中立の意味を考察するために重要と思われる論議、すなわち当時の政治的なイデオロ
ギー対立のみでは解消されない論」（同上）の一つとして評価される尾高（1954）は、「教育の
政治的中立性ということが、そもそも何を意味するか、それをはっきり限定することが、いか
に困難であるか、というところまで問題を掘り下げてみる必要がある」と問題提起をした。そ
して「言論・結社の自由を建前とする政治社会では、自由党・改進党・社会党・労農党といっ
たような政党がならび存在して、互いにその主張の正しさを争う。それを国民が批判し、比較
した結果、自由党が主導権をにぎったり、社会党が次の政権を担当したりする。そういうやり
方が一番よいのだというのは、議会民主主義を支持する態度ではあるが、教育の場で、その範
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囲内で政治を論ずるのは社会党を支持することでもないし、改進党に反対することでもない。
その教育はまさに政治的中立だということができる」と述べ、政治的中立とは、様々な政党の
政策や主張を寛容に扱うことだとした。だがそれでも、「政治組織や政治問題を材料とする教育」
と「良識ある公民として備えておくべき政治的教養を与えるため」の教育の境界線については
「とうていはっきりした線を引きがたい」ことから、「政治上の良識を備えた公民を育成」する
ことと「一党一派に偏した政治教育をおこなってはならないこと」の「二つの要求を矛盾なく
併せ満たすため」には、「教育者自らが教育の政治的中立ということの意味を深く省察し、民
主主義の本質に根差す確固たる信念をもつことが、何よりも大切である」と述べるにとどまっ
たのである（同上：34-48）。
　1969年の文部省通知の際にも、教育の政治的中立性を巡って議論が集中した。その中で市川
（1975）もまた、教育の政治的中立性の範囲を示すことの困難を指摘した。市川によれば、国家
は特定の政治理念に基づく存在であり、公教育も目的から予算に至るまでその政治理念によっ
て規定されるため、「教育と政治は不可分」である。この政治理念を、誰も否定しえない最大公
約数としての「民主主義」であるとして、そこに一定の政治的中立性を認めるとしても、政策
として具体化する段階で「いかなる民主主義か、誰が最大限度の幸福と判定するか」という点
が必ず問われる。そしてそこでどのように中立性を確保するのかという点に関して、二つの説
を検討する。まず「民主主義国家では公教育が国民の多数意思に基づいて行われるのは当然だ
から、国会で議決された法制に忠実に従う教育が中立的である」とする説については、「教育が
その時々の政権によって左右される可能性を容認することになるとの批判を免れない」として
「教育の民衆統制と中立性との相克」を指摘する。また一方、「自律性を保障された教員が……
真理と真実に基づく実践を行うこと」によって国民が欲する公正な教育が達成される、とする
説については、「結果的には（教育が：引用者）教員の意のままに委ねられることを意味し、下
手をすれば公教育が国民の少数意見によって支配されるおそれすら生じる」と指摘した。以上
から市川は、「教育の中立性とはこれであるという、だれでも容認せざるを得ない説は、あり得
ないように見える……結論的にいうならば、教育の中立性は、現実においては、その成立が困
難である」とする引用を示して自身の結論としたのである（市川　1975：90-93）。
　以上に見てきたとおり、教育の政治的中立性の範囲を限定すること、すなわち第 1項の「良
識ある公民として必要な政治的教養」と第 2項の「特定の政党を支持し、又はこれに反対する
ための政治教育」を区別することは困難であり、扱う題材が現実政治に接近すれば、その困難
はさらに高まる。このことも、教育現場で現実の政治的事象を扱うことが抑制されてきた背景
として指摘できよう。
 3 ．「主権者教育」とは何か
　主権者教育の充実が学校教育の中で求められることになった直接の契機は、公選法等一部改
正法の採決に際し、参議院特別委員会が次のような措置を政府に求める附帯決議を付したこと
による。
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一．　本法により新たに有権者となる若年層において、民主主義の根幹である選挙の意義
等の十分な理解が進むことが本法施行の前提ともなるべき重要な事柄であることに鑑
み、主権者教育及び若者の政治参加意識の促進に向けた諸施策を速やかに実施すると
ともに、その一層の充実を図ること 7 ）。（下線は引用者）
　この特別委員会では、選挙権年齢の引き下げにより高校生の一部が選挙権を持つ状況に対応
するための政治教育として、「主権者教育」と「選挙に関するルール教育」の二つの方向性が
示された。ここでの「主権者教育」とは、「民主主義社会における政治参加意識を高めるため、
国や社会の問題を自分たちの問題として考え、捉え、行動していく、主権者としての素養を身
に付ける教育」であり、それらは模擬選挙などを通じた「実践的、体験的方法」を通じて指導
されるべきだという。もう一方の「選挙に関するルール教育」に関しては、「現行の衆参両院
の選挙制度の仕組みや投票システムに関する知識」を身に付けるために、「学校における校則
等を通じた自主的規制」や「国や都道府県教育委員会によるガイドラインの提示や指導助言」
が必要になるとされている（天池　2015：6-7）。
　この二つの方向性は、総務省と文部科学省が作成した副教材『私たちが拓く日本の未来』の
教師用指導資料（以下、『指導資料』と略）でも次のように示されている。
　高校生が身に付けることが期待される公民としての知識や能力とはどのようなものかに
ついて、今回の法律案が審議された国会においても議論がなされたが、特に、
①　現実の具体的政治事象を取り扱うことによる政治的教養の育成（留意点 1）
②　違法な選挙運動を行うことがないような選挙制度の理解（留意点 2）
　を図ることが期待されている。（総務省、文部科学省　2015： 6 ）
　ここでの①は国会審議で示された「主権者教育」に、そして②は「選挙に関するルール教育」
に、それぞれ対応している。一方、上述の特別委員会での審議や新聞等では、18歳選挙権に対
応する教育を総称して「主権者教育」と呼んでいる場合も多く 8 ）、また上述した公選法等一部
改正法の附帯決議でも「主権者教育」とのみ表現されていることを踏まえれば、①を「狭義の
主権者教育」、①と②の総称を「広義の主権者教育」とすることも可能であろう。
　こうした教育が求められるようになってきた背景について更に考える場合、総務省の「常時
啓発事業のあり方等研究会」が2011年にまとめた最終報告書『社会に参加し、自ら考え、自ら
判断する主権者を目指して～新たなステージ「主権者教育」へ～』が参考になる。前述の通り、
主権者教育の直接の契機となったのは公選法等一部改正法に関する参議院特別委員会の附帯決
議だが、若年層における政治的関心をどのように高めるかということは、それ以前から大きな
課題となってきた。こうした課題に取り組むための教育として、政府が初めて「主権者教育」
を提唱したのがこの報告書であり、国会での審議や『指導資料』もこの報告書に言及している。
報告書では常時啓発における大きな課題として、若い有権者の低投票率やその背景にある政治
的無関心、政治的有効性感覚の低さを取り上げ、その一因が「小学校、中学校、高校とも政治・
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選挙に関する教育の時間は限られており、政治や選挙の仕組みは教えても、政治的・社会的に
対立する問題を取り上げ、関心を持たせたり、判断力を養成するような教育がほとんど行われ
ていない」ことにあると指摘した。そしてその理由について、教基法の旧 8条と新14条の第 2
項が政治的中立性を要請していることなどから、「政治的中立性の要求が非政治性の要求と誤
解され、政治的テーマ等を取り扱うこと自体が避けられてきた傾向にある」と述べた。そして
そのうえで、ドイツ、イギリス、アメリカの政治教育を紹介し、そこでは生徒が制度や仕組み
を学ぶだけでなく、現実の政治的論争や対立に関する議論や討論を通じて政治意識を高めてい
ることを強調した（常時啓発事業のあり方等研究会　2011：2-4、）。これらを踏まえて報告書は、
今後の政治教育を充実・強化していくものとして「主権者教育」を提唱し、その柱の一つとし
て「政治的リテラシーの向上」を挙げた。それは「政治的・社会的に対立している問題につい
て判断をし、意思決定をしていく資質」であり、それらを高めるためには「政治や選挙に関す
る講義式の知識の伝授だけでなく、ワークショップ等の参加型学習を行ったり、NIE（新聞活
用学習）の手法を取り入れたり、政治的・社会的に対立している問題について議論する」こと
が必要（同上　6-12）だと主張した。以上からこの報告書は、社会科や公民科などと比較した
場合の主権者教育の最も大きな特徴を、狭義の主権者教育、すなわち①の「現実の具体的政治
事象を取り扱うことによる政治的教養の育成」としていたと言えるだろう。
　『指導資料』でもこうした問題意識は引き継がれており、小・中・高等学校における政治教
育の現状に対して、「政治の意義や制度に関する指導は，知識を暗記するような教育となって
いるのではないか」「現実の具体的政治事象を取り扱うことに消極的ではないか」との指摘が
あることを紹介したうえで、次のように述べている（総務省、文部科学省　2015： 7 ）。
　全ての教科等で生徒が有権者としての判断を適切に行うことができるように，公民科は
もとより，各教科，総合的な学習の時間などにおいて，話合いや討論等を通じて生徒が自
らの考えをまとめていくような学習を進めることが求められる。また，現実の具体的な政
治的事象を取り上げるとともに，模擬選挙や模擬議会など具体的・実践的な活動を学校現
場に取り入れることが求められる。
　以上に述べてきたことを踏まえれば、主権者教育の特徴は次の 3点にまとめることができよ
う。①現実の具体的政治事象を取り扱うことで政治的関心や教養を高める②模擬選挙や模擬議
会における話合いや討論など実践的な学習活動を行う③公民科だけでなく、各教科や総合的な
学習の時間などを通じて①と②の学習を進める――。また、文部科学省は2015年10月、1969年
の通知「高等学校における政治的教養と政治的活動について」を廃止し、新たに「高等学校等
における政治的教養の教育と高等学校等の生徒による政治的活動等について」（以下「新通知」
と略）を通知した。1969年の通知では「現実の具体的政治事象」について「慎重に取り扱うこ
と」としていたが、新通知ではこの部分は消え、「指導に当たっては、学校が政治的中立性を
確保しつつ、現実の具体的な政治的事象も取り扱い、生徒が有権者として自らの判断で権利を
行使することができるよう、より一層具体的かつ実践的な指導を行うこと」とした。
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　だが、具体的な政治問題を取り扱うということは、政党の主張や政党間の対立に、学校教育
が接近していくことを意味している。そこで、現実の政治の動きを伝える新聞に補助教材とし
ての関心が高まる一方、教基法が要請する政治的中立性をどのように確保していくかが、主権
者教育の大きな課題となっているのである。
 4 ．指導資料における政治的中立性と補助教材としての新聞
　第 2節で述べたとおり、新教基法は政治教育について14条第 1項で「良識ある公民として必
要な政治的教養は、教育上尊重されなければならない」とする一方、第 2項で「法律に定める
学校は、特定の政党を支持し、又はこれに反対するための政治教育その他政治的活動をしては
ならない」としている。この第 2項の禁止する「特定の政党を支持し、又はこれに反対するた
めの政治教育」について『指導資料』は、「直接・間接を問わず、特定の政党を支持し、また
はこれに反対するための政治教育、すなわち党派的政治教育」であるとし、「学校教育において、
ある政党の政策や主張を支持ないし反対するような教育を行う場合などは本項により禁止され
る」としている。一方、「教員が政治的教養に関する党派的な主張や政策に触れることはあり
得ることであり、各政党の政策等を批評することが直ちに本項に抵触するものではない」とし
ており、その際に政治的中立性が確保される条件として、次の 3点を挙げている（総務省、文
部科学省　2015：74）。
①　他の考え方や見方を紹介する。
②　異なる見解を示した複数の資料を使用する。
③　教員の個人的な主義主張を避けて中立かつ公正な立場で指導する。
　そのうえで、主権者教育に新聞を利用する際の留意点については、主に 2か所で述べている。
まず「実践的な教育活動を行うに当たっての留意点」では、生徒の考えや議論が深まるよう様々
な見解を提示することなどに続けて、次のように述べる（総務省、文部科学省　2015：21）。
　指導に当たっては、新聞など様々な資料を活用することが考えられる。その際、教員が
授業に当たって使用する補助教材（いわゆる副教材）については、平成27年 3 月 4 日初等
中等教育局長通知「学校における補助教材の適正な取扱いについて」にも留意し、客観的
かつ公正な指導資料に基づき指導するように留意する必要がある。
　また、新聞等を活用する場合も多いと考えるが、新聞等はそれぞれの編集方針に基づき
記事を記述していることから、現実の具体的な政治的事象を取り上げる際に副教材として
使用する場合には、一紙のみを使用するのではなく、多様な見解を紹介するために複数の
新聞等を使用して、比較検討することが求められる。
　ここで触れられた、補助教材に関する文部科学省の通知は、補助教材の範囲に新聞が含まれ
ることを確認したうえで、その使用の責任は校長にあり、またその学校を所管する教育委員会
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が、その使用について必要な指導を行うとしている。また巻末のQ＆Aでは、次のように説明
している（総務省、文部科学省　2015：90-91）。
Q　 政治的に対立する見解がある現実の課題を指導するに当たって、新聞記事等を活用す
る場合、どのような点に留意したらよいでしょうか。
A　 ・政治的に対立する見解がある現実の課題について指導するに当たって、新聞記事を
活用して行うことは、指導方法として考えられることです。
　　・その際、当該授業のねらいに照らして適切に取り扱うことが求められますが、政治
的に対立する見解がある現実の課題については、現実の利害の関連等もあって国民
の中に様々な見解があり、取り上げる事象について異なる見解を持つ新聞が見られ
る場合には、異なる見解を持つ複数紙を使用することが望まれます。また、特定の
課題について一紙のみが取り上げている場合等には、他の資料を活用するなど教員
が適切に他の見解を説明することにより、取り上げた新聞も多様な見解の一つであ
ることを生徒に理解させることも必要です。
　　・なお、教員が生徒に対して特定の政党に関する新聞記事のみを生徒に配布したり、
特定の政党のみ目立たせて配布した場合、公職選挙法に違反するおそれがあります。
　以上にみてきたように、『指導資料』においては、主権者教育におけるNIEの可能性と制約
の両方が示されている。まず、学校教育で用いられる教材は「客観的かつ公正」なものでなけ
ればならないが、そうした条件をある程度満たす補助教材として、特に新聞に関して多くの記
述がされている点は、NIEの可能性を改めて確認するものである。「現実の具体的な政治的事象」
への高い取材力を持つ新聞が果たす文化的・教育的役割に対して、一定の評価が与えられてい
ると言えるだろう。何より第 2節で確認したとおり、そもそも旧教基法が期待する政治教育は、
戦前の政治教育への反省から「国民に政治的知識を与え、政治的批判力を養い、もって政治道
徳の向上を図る」ことを目的として始まったものである（教育法令研究会　1947：111）。ジャー
ナリズムに期待される最も重要な役割が権力の監視であることを考えれば（原　1997）、主権
者教育においても新聞は、現実政治への批判力を養う点で重要な貢献ができると思われる。他
方で、「新聞等はそれぞれの編集方針に基づき記事を記述している」ため、新聞一紙だけの使
用では政治的中立性を確保できないとの指摘や、単に複数の新聞を使用するのではなく「多様
な見解」を伝える内容になっていなければならないとの指摘は、NIEの制約についても確認し
たものであると言える。
　これらの可能性と制約が表面化したのが、第 1節で触れた山口県の事例である。2015年 7 月
4 日付『毎日新聞』朝刊によると、同年 6月、ある山口県立高校の「現代社会」の授業で、当
時国会で審議されていた安全保障関連法案が扱われた。この授業では『日本経済新聞』と『朝
日新聞』の 2紙を教材として用いて、同法案に関する政府与党と野党の主張等を学んだ後、賛
否を問う模擬投票が行われ、反対を主張するグループが最多の票を獲得した。ところが翌 7月
の県議会で自民党県議がこの授業を取り上げ、「政治的中立性が問われる現場にふさわしいの
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か疑問」として県教委の認識について質問したところ、県教育長は「法案への賛否を問う形に
なり、配慮が不足していた」と答弁し、その後の記者の取材に対して「配布した資料が新聞 2
紙では少ない。全体像が完全でない資料を使い、かつ時間も十分でない形で投票させた。高校
生に賛否を問うこと自体、私自身は微妙だ」と答えたという。また、主権者教育について特集
した2016年 7 月 6 日付『朝日新聞』朝刊の記事は、この報道の直後に起きたという東京都内の
ある中学校でのやり取りを伝える。記事によると、公民の授業で教諭が原発問題を取り上げる
のに『朝日新聞』と『読売新聞』の社説を使おうとしたところ、副校長から 2紙では足りない
と指摘された。その後、校長と副校長が協議した結果、全国紙とブロック紙の計 6紙を使用す
ることになったという。
　以上は、主権者教育における政治的中立性の確保という課題をNIEに突きつけた事例と言え
る。上述した 3点の「政治的中立性が確保される条件」に照らせば、「③教員の個人的な主義
主張を避けて中立かつ公正な立場で指導する」の点が問題視されたわけである。では、現実の
政治的事象を主権者教育の題材にするために新聞記事を用いる際、どうすれば「教員の個人的
な主義主張を避け」た「中立かつ公正な立場」からの指導となるのだろうか。この点に関する
考察を深めなければ、主権者教育においてNIEへの積極的な取り組みが広がっていくことは難
しいと思われる。
 5 ．新聞の「中立」と「公正」
　新聞を利用した「中立かつ公正な立場」からの指導とは何かを問う際、まず検討しなければ
ならないのは、そもそも新聞における「中立」や「公正」とは何か、という問題である。なぜ
なら、日本の新聞は戦後、「客観報道」と「不偏不党」を掲げ、これらを新聞の「中立」や「公
正」を担保する基本的な原則として掲げてきたからである。例えば毎日新聞社長（当時）の次
の発言は、その代表的な見解である。「日本の新聞は、その長い発達史の中で、“不偏不党”“中
道主義”いう共通の原則を生み出した。これが“公正”の原則であり、“客観報道”の原理と
もなっている」（田中ら　1968： 9 ）。ここでは、「客観報道」＝「公正」であり、また「公正」
とは「不偏不党」「中道主義」を指している。この理解に立てば、日本の新聞は基本的には「中
立」かつ「公正」であるため、補助教材として使う際にも政治的中立性が確保されることにな
る。ある政治心理学者は「放送法で政治的中立が規定され、全国紙も『不偏不党』の原則を持っ
ているので、マスメディアと連携した主権者教育を･･････拡充していくことで、政治的中立を
保ちながら、主権者教育を生き生きとしたものにしていくことができるのではなかろうか」（川
上　2015： 7 ）と述べたが、こうした期待も、以上の理解に基づいたものであろう。そして、
ここで述べられた「客観報道」「公正」「不偏不党」「中道主義」の概念を検討することは、主
権者教育においてNIEが目指すべき方向性についても、重要な示唆を与えるように思われる。
　これらの概念を整理する際に参考になるのが、伊藤（1999）の論考である。伊藤はまず、「客
観報道」についての藤田（1995）の定義を紹介する。日本新聞協会の「旧新聞倫理綱領」9 ）は、
「第二　報道、評論の限界」で「イ：報道の原則は事件の真相を正確忠実に伝えること」、「ロ：
ニュースの報道には絶対に記者個人の意見をさしはさんではならない」ことをそれぞれ規定し
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ており、藤田はここから、報道する事実を曲げてはならないという「事実性原則」と、報道す
る者の意見を含んではならないという「没評論原則」を「客観報道」の具体的な条件として抽
出した。そして伊藤は、「ニュース」（一般の報道記事）と「オピニオン」（社説や評論等）を
区別して考えなければならないという、欧米のジャーナリズムにおける客観報道の前提を確認
したうえで、同綱領における客観報道の原則はあくまで「ニュース」に限定されるべきもので
あるにも関わらず10）、日本においては「オピニオン（評論）」にまで適用されていることに注
目し、「客観報道」と「公正」「不偏不党」「中立」を結びつける思考方法について「非常に日
本的な現象」と指摘したのである。こうした思考方法は、例えば読売新聞社長（当時）による
次のような認識に象徴的に表れている。「多くの新聞は、不偏不党を建て前としているから、
右も悪ければ、左も悪いといった調子になる。客観的公正さを尊ぶのは正しいが、そのため主
体的主張が弱められ、ついには『どの新聞を読んでも同じだ』という不評を受けるようになる」
（渡邉　1999：16）。
　伊藤の指摘は、更に考察しなければならないいくつかの重要な点を含んでいる。第一に、日
本においては「ニュース」と「オピニオン」の区別が曖昧であるという点である。この点につ
いては、例えば日本の新聞社では一般の報道記事を担当する「編集委員」と、社説等の評論を
担当する「論説委員」を同じ人物が兼ねることが少なからずある、という事実を考えるだけで
も首肯されよう。アメリカの「ニューヨークタイムズ」のウェブサイトは「論説委員の最も重
要な仕事はニューヨークタイムズの社説を書くことであり、それは論説委員会と新聞発行者の
意見を代表している。論説委員会は論説部門の一部であり、ニュース部門とは独立して運営さ
れている」と述べて編集部門と論説部門の区別を強調しており、日本の現状と対照的である11）。
また日本の新聞において、社説の論調（いわゆる「社論」）が紙面全体の作りに影響を及ぼして
いる点も、たびたび指摘されている。この点は新聞社の幹部も認めており、例えば朝日新聞の
社説の責任者は、報道記事の扱いについて「暗黙のうちに社説の主張に合わすというか、それ
に反するものは落としたりしなくても、例えば扱いが小さくなったりなどは事実としてある」
と述べている（藤田ほか　2001：17）。また、読売新聞の社説の責任者も、社説の論調と異なる
一般記事の扱いについて、「紙面全体の“許容範囲”は、当然、主筆、論説委員長、編集局長、
各部長らが、それぞれの職務権限に基づいてコントロールしているはずだ」「そうでなければ、
紙面全体が、記者個人個人の“寄せ書き”になりかねない」（朝倉　2010：22-23）と述べており、
こうした理解の中では「ニュース」と「オピニオン」の区別は限りなく曖昧になってしまって
いる。近年、新聞に対する批判が高まっているが、その一因として、ここにみられるような新
聞の操作性に対する一種の不信感があるように思われる。そしてまたこうした不信感は、「新聞
等はそれぞれの編集方針に基づき記事を記述している」ので 1紙だけでは政治的中立性が確保
できない、という『指導資料』の認識の背景になっているとも考えられる。
　第二に、客観報道の原則を改めて確認することは、ジャーナリズムにおける「公正」とは何
かを考察するための重要な手掛かりになる、という点である。「ニュース」と「オピニオン」
の区別が重要であるのは、出来事の最新の記録である「ニュース」が、人々が社会について判
断するための材料となるからであり、だからこそ「ニュース」制作には事実に対する正確さと
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多角的な視点を追求する姿勢が求められるのである（別府　2013：138）。そしてこの視点に立
てば、ジャーナリズムの「公正」を担保するものが、「中立」ではなく「独立」である、とい
う欧米のジャーナリズムにおける原則も理解されよう。この点について、門奈（2013：51）は
次のように述べる。
　「中立」は英語では「ニュートラル」（neutral）と表記され、政治的用語として使われるが、
新聞における「中立」の由来は･･････市民革命以後の各新聞が各々の政派の対立抗争の中
間に立ち位置を求めた結果だった。しかし、「中間」が政治的イデオロギー性を帯びると、
たとえば、左右の「真ん中」という意味では時代傾向が左に寄れば「真ん中」も左に傾き、
右に寄れば、右に傾くといったように、「真ん中」の実態に幅ができる。そこで20世紀に入っ
て欧米の新聞界ではこの用語のイデオロギー性が疑問視され実質的に意味を失った。新聞
界での「中立」は「あいまい」とみなされる。
　代わって登場するのが「インディペンデント」（independent：独立）。それは「依存する
ことのない」という意味で「自由」「自主」と同義語で、20世紀後半以降ではほとんどの
新聞がこの用語を「社是」の中で標榜する。･･････独自の情報収集・取材活動だ。「自主・
自立」、政党政派からの真の「独立」が「インディペンデント」の意味だった。
　またこの点について、ジャーナリズム史を
研究する山本（1984）も「大新聞などメジャ ・ー
メディアは時の政界、言論界の地図に敏感で、
その全体の構造が動くのに連れ、自らも同じ
構造のなかで相似的な移動をしている。この
動きは明治中期での『不偏不党』の成立から
戦後の現在まで基本的に同じである」と同様
の指摘をし、日本の「不偏不党」＝「中立」
が持つ「曖昧さ」について図で示している（図
1 参照）。
　こうした客観報道の条件は、政治教育にお
ける「中立かつ公正な立場」とは何かという
問いに対しても示唆を与えてくれる。すなわ
ち、「中立」と「公正」とは異なる概念であり、
「公正さ」は「独立性」によって担保される、
という点である。次節では、こうした考え方
をNIEにおいてどのように具体化すべきなの
かについて検討してみたい。
図 1 . 1928年から1949年までの朝日新聞と読売
新聞の政治的立場（山本　1984：567）
－　 －150
笠　原　一　哉
 6 ．主権者教育における「中立かつ公正な立場」とは何か
　第 2節および第5節では、「中立性」の範囲を限定することの難しさや、「中立」が政治的用
語として使われる場合に帯びる「曖昧さ」について指摘した。とは言え、主権者教育が政治的
中立性を求めている以上、その具体化について検討を避けることはできない。この点について、
政治教育の先進国として参照されることの多いドイツの取り組みが参考になる。冷戦中の西ド
イツでは、東ドイツが発信する社会主義の理念やプロパガンダに対抗するため、自由主義的な
民主主義を浸透させるための政治教育が不可欠と考えられ、学校教育の中で重要な位置を占め
てきたからである（近藤　2005）。第 3節で触れた総務省の「常時啓発事業のあり方等研究会」
最終報告書でも、このドイツが蓄積してきた知見の紹介に文量が割かれ、特に政治的中立性の
観点から、政治教育の基本原則である「ボイテルスバッハ・コンセンサス」に焦点が当てられ
ている（常時啓発事業のあり方等研究会　2011： 4 、16）。これは政治教育の目的について、
現実の政治的論争・対立を積極的に学校教育で取り扱い、教室での議論等を通じて、生徒一人
ひとりに自分の意見や政治的ポジションをもたせる、とするもので、これらの考え方は『指導
資料』にも大きな影響を与えたと思われる。
　そしてNIEの観点から重要なのは、ドイツの政治教育で用いられる教材については、政治教
育を専門に進めるための公的機関「連邦政治教育センター」によって最新のものが定期的に供
給されている点である。同センターは「政治教育という方法により、実際の政治についての理
解を促し、民主主義的な意識を確かなものとし、政治に参加する用意を強化すること」を目的
とする機関で、連邦レベルでは内相の下に、また各州においても首相あるいは内相の下に設け
られている（近藤　2005：51-53）。そして特定の政党に偏らないという意味での政治的中立性
を担保するため、同センターには「監査委員会」が設置されており、ドイツの全政党から参加
する22人の議員が、同センターの活動内容を監査しているのである。こうした仕組みの下、同
センターは学年・実施時期・テーマ等を考慮した教材を作成し、無料で刊行している。これら
の教材は質が高く、かつ上述の仕組みによって政治的中立性も担保されているため、教育現場
の教員から重宝されているという（西野　2015）。近藤（2009）は「学校には当然、主要な教
材である教科書が備えられているが、教科書では今日の世界で次々と発生する新たな事態にタ
イムリーに対応できない。それを補うのが、こうした政治教材の役割なのである」と紹介した
うえで、日本における政治教材の現状について次のように述べる（同上：20）。
　現状では、問題意識を持つ教員が生徒の政治的能力（判断力と行動力）の育成という課
題に取り組もうとしても、誰からも教材あるいは教育内容面での十分な支援を得ることが
できず、さらに仮に自分で教材開発に取り組んだ場合にも、社会に広まった政治を忌避す
る教育観を授業の中で突破することは極めて困難である。･･････こうした現状を打開する
ために必要なのは、まず政治教育の必要性とその原則について党派を超えたコンセンサス
を作り、それに基づいて政治教育を支援する公的な機関を設けることである。
　これが公的機関でなければならないのは、政治的中立性の要求に基づく。そもそも内容
についての保証がなければ、学校の教員は安心して政治教育機関が提供する教材や教育プ
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ログラムを利用できないであろう。（下線引用者）
　これは主権者教育がスタートする前に書かれた文章だが、内容の政治的中立性についての保
証がなければ学校の教員は安心して教材や教育プログラムを利用できない、との指摘は、第 4
節で述べた山口県や東京都での事例が示すとおり、現状においても説得力がある。
　さらに注目すべきであるのは、ドイツの政治教育においては、マスメディアに対する批判的
な観点の育成を目指す「メディア教育」が重要な位置を占めていることである。この点につい
てはなぜか、上述の最終報告書でも、また主権者教育を巡るマスメディアの議論でも触れられ
ておらず、『指導資料』にも盛り込まれていない。近藤（2005：75）はこの「メディア教育」
について「マスメディアが提供するものを理解、判断する能力の育成を目指し、具体的にはテ
レビや新聞、映画などが持つ政治経済的機能を巡る批判を中心とする」ものであるとして、そ
の意義について次のように述べる。「（ドイツの政治教育で）ほぼ例外なく取り上げられるテー
マにマスメディアがある。･･････今日、マスメディアは最も重要な社会化ファクターとして、
政治教育の中心に位置している。これは、選挙はもちろんのこと、政治的論争点の形成から意
思決定にいたる政治的プロセスの全体がマスメディアの影響下にある今日、当然のことと言え
るだろう」。こうしたメディア教育は1960年代から始まり、現在に至るまでの基本方針として、
国家によるマスメディアを通じた操作の危険性やメディア資本自体への警戒を意識させるこ
と、そしてそれを民主主義社会の実現のために活用することを考えさせることなどが中心と
なっているという。例えば九つの州の前期中等教育におけるほぼすべての学校で使用が許可さ
れている政治教育の教科書『政治を体験する』では、「マスメディアの課題」と題した 1章が
設けられ、それは次のような構成になっている。「民主主義におけるマスメディアの課題」「メ
ディアの読み方――事実と意見の区別」「マスメディアは嘘をつく――操作」「ニュースはどの
ように作られるのか」「マスメディアにおける暴力」「ニューメディアは世界を変えるか」（同上：
72-73、79-80）。また四つの州で許可されている教科書『社会を意識して』にも「マスメディ
ア――情報と操作」と題した章があり、最後に次のような要約を置いている（同上：78-79）。
　ニュースや新聞記事は、政治的な方向性や個人の姿勢、制作者の経済的利害によって影
響されています。操作から身を守るためには、事実と意見を区別し、できるだけ多くの情
報源から情報をえなければなりません。
　民間テレビ局にとっては、高視聴率が番組制作の目的です。多数の視聴者は多額の広告
収入を意味します。･･････その番組を監視する機関もありますが、その権限は勧告的な意
見を述べるにとどまります。
　マスメディアは、世論形成において、また民主主義における批判・統制機関として重要
な役割を担っています。それは「第四の権力」と呼ばれます。･･････前提は報道の自由で
あり、それは基本法に根ざしています。
　余暇に、仕事に、学習に、ますますインターネットが占める役割は大きくなっています。
しかし、それは開放的でほとんど統制ができません。ネット犯罪にとって魅力的な空間で
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す。
　デジタル技術を使えば、誰も気づかないように画像を加工することが容易にできます。
独裁国家は、いつも写真に修正を施すことで、その歴史を加工してきました。
　こうしたドイツの実践は、第 2節や第 5節で検討した、「政治的中立」や「公正」の概念に
照らし合わせてみても、重要な示唆を与えてくれる。第一に、政治的用語としての「中立」は、
政治状況によってその意味するものが揺れ動く、実態のない曖昧なものであることを確認した。
ある時、ある人によって「中立」と判断されたものも、時代と視点が変われば「中立」とみな
されない。従って「中立」な立場から新聞を選択して用いることは、厳密に言えば不可能なこ
とであり、また個々の教員やその責任者である校長の側からみれば、あまりにもリスクが大き
い判断であろう。第 4節で紹介した東京都の事例のように、仮に主要紙とブロック紙の計 6紙
を使用したとしても、その題材を選んだこと自体が「中立」ではないとみなされるおそれがあ
る。山口県の事例で県教育長が「（安保関連法制について）高校生に賛否を問うこと自体、私
自身は微妙だ」と述べたのも、こうした文脈で理解されるだろう。だが、全政党から議員が参
加する監査委員会の下で公的な政治教育機関が教材を提供するドイツの事例は、政治的中立性
を担保する仕組みを整えれば、以上のようなリスクを回避しながら現実の政治的事象を扱える
ことを教えている。NIEにおいても、例えば日本新聞協会や各都道府県のNIE推進協議会のよ
うな、NIEを推進する機関が新聞を利用するための教材を作成することで、一定の政治的中立
性が確保されるのではないだろうか。
　第二に、「中立」が「公正」を意味するわけではないということも、前節で確認した。ジャー
ナリズムが「公正」であるためには、ジャーナリズムの主体が「ニュース」と「オピニオン」
を区別することを意識し、情報収集の対象から独立していることが求められる。これらの条件
によって、人々はジャーナリズムが発信する情報を信頼して受け取ることができる。そして人々
がマスメディアの発する情報を民主主義社会の中で活用するためには、こうした「事実と意見
の区別」やマスメディアが持つ操作性の危険について学ぶことが極めて重要であることを、ド
イツの政治教育は示している。すなわち、主権者教育において新聞活用を「公正」な立場から
指導するということは、単に複数の新聞を用いて指導するだけでなく、新聞を含めたマスメディ
アのあり方についても批判的に考えられる視点を育成することを意味していると言えるだろ
う。そしてこの点は、メディア・リテラシー論で、特に強調されてきた点であった。この分野
の第一人者であるマスターマンは、次のように述べる（マスターマン　2010：329）。
　イギリス国内、欧州全体および米国において、発行部数の減少と（近い将来の読者であ
る）学生たちが新聞を読まないことを危惧した新聞社によって「教育に新聞を（Newspapers 
in Education：NIE）構想を導入する共同の努力がなされた。一般的にそのような構想は新
聞を全く無批判に使用することを促進する。それらは、新聞を教科書の補助教材として、
その活気や魅力、および学校の教科の履修に重要性を強調しようとしているが、この主張
に対しては言うべきことが多々ある。説明から除外されているのは、新聞が提供する情報
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の信頼性と質である。もし学校のカリキュラムを通じて新聞の利用を拡大する十分な理由
があるならば、この展開が、カリキュラムを通してそれに釣り合うだけのメディア・リテ
ラシー構想の拡大を伴うべきだとする、さらなる理由もあるはずである。NIEプログラム
は、教室でメディアそのものを使用すること自体が、メディア・リテラシー教育の形態を
構成しているという考えをあまりにも簡単に助長しすぎる。（下線引用者）
　ここでの批判は欧米のNIEに対して向けられたものだが、日本でNIEに携わるものからも、
次のような指摘がある。「日本新聞教育文化財団を中心とする、『上から目線』のNIEにはおお
いに課題があった。新聞離れする若者への販売促進活動という鎧が衣の下から見え隠れをして
おり、さらに新聞の読み解きにおける批判性を常に巧妙に回避しようとするからだ」（水越　
2009：368）「そもそもこの運動（NIE）は、読者の活字ばなれに歯止めをかけ、販売部数を伸
ばすという発想から出発したものであって、学校現場の声はほとんど反映されていないという
問題点をもっている」（括弧内引用者；鈴木　1989：89）。マスターマンが指摘したように、単
に授業で新聞を用いることが、メディア・リテラシーを育成することにつながるわけではない。
新聞の持つ政治的な操作性を考えれば、批判的な読み方を学ばずにその情報を受け入れること
は、無防備であるとさえ言えよう。
 7 ．おわりに
　主権者教育の取り組みは全国に広がっている。本稿冒頭でも紹介した通り、文部科学省の調
査では、2015年度は全国の94.4％の高校が 3年生を対象に主権者教育を実施した。だがその内
容（複数回答可）は、「公職選挙法や選挙の具体的な仕組みの指導」が89％で、「模擬選挙など
の実践的活動」は29％、「現実の政治課題についての討論」は21％にとどまっていた（文部科
学省　2016）。もちろんこうした指導や活動にも一定の効果はあるのだろうが、何より現実の
政治課題にどのように向き合うべきかを教える視点を欠いたまま選挙の仕組みに関する授業を
繰り返しても、それは「常時啓発事業のあり方等研究会」が指摘したような「政治や選挙の仕
組みは教えても、政治的・社会的に対立する問題を取り上げ、関心を持たせたり、判断力を要
請するような教育がほとんど行われて」こなかったこれまでの政治教育の繰り返しになってし
まうだろう。第 3節で述べたように、主権者教育の中心的な課題は「現実の具体的政治事象を
取り扱うことで政治的関心や教養を高める」ことにあり、そこでNIEが果たし得る役割は大き
い。だがそのためには、教育現場の教員が安心して使えるような、政治的中立性を担保した教
材作成が必要であろう。またそれと並行して、主権者教育の中にメディア・リテラシー教育を
しっかりと位置付けることが、「中立かつ公正な立場からの指導」を実質的なものにするため
に求められているといえよう。
　――――――――――――――――――
注
 1 ）もともと「主権者教育」の用語は1950年代末から、日本教職員組合及びその研究機関である国民教育
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研究所の周辺で使われ始めたものだった（子安、久保田　2000：9-13）。文部科学省は当初、「『主権者
教育』の定義は曖昧で議論も整理されていない」として、公式文書では「主権者教育」という用語を
用いていなかった（2015年 9 月30日付『産経新聞』）。だが本稿でも触れたように、同省は2015年11月
に「主権者教育の推進に関する検討チーム」を設置するなど、現在では公式に用いているようになっ
ている。なお、日本の主権者教育に類する教育は、イギリスでは「citizenship education」、アメリカで
は「civic education」の名で行われていることから、本稿では「主権者教育」の英訳を「citizenship 
education」とした。日本でも「シティズンシップ教育」の名で、児童や生徒が政治活動や社会参加を
行うために必要な知識や技能の習得を目的とする教育が行われてきた。この「シティズンシップ教育」
と「主権者教育」の定義について、常時啓発事業のあり方等研究会（2011： 7 ）は、「それ（シティ
ズンシップ教育）は社会の構成員としての市民が備えるべき市民性を育成するために行われる教育で
あり、集団への所属意識、権利の享受や責任・義務の履行、公的な事柄への関心や関与などを開発し、
社会参加に必要な知識、技能、価値観を習得させる教育である。その中心をなすのは、市民と政治と
の関わりであり、本研究会は、それを『主権者教育』と呼ぶことにする」（括弧内引用者）としている。
 2 ）NIEの定義について、日本新聞協会のホームページでは簡潔に「学校などで新聞を教材として活用す
ること」としている。より詳しい定義としては、「子どもたちに生涯学習の基盤となる力、とりわけ
その土台となる能力の一つである『情報活用能力』を育成するために、教育界と新聞界が協力して、
新聞教材の開発と活用の研究・普及を目指して行っている教育」（小原ら　2013：54）とするものが
ある。NIEは日本では1985年に日本新聞協会主催の「第38回新聞大会」で提唱された。「NIE実践指定校」
に指定されると、都道府県教育委員会、教員、新聞社で構成する推進協議会から 2年間、新聞が無償
で提供される。なお、本稿におけるインターネット情報の最終アクセス日は、特に断りがない限り
2016年11月20日である。
 3 ）なお、NIEの可能性に焦点を当てる目的から、教育行政の政治的中立性や、学校内外における政治（的）
活動の中立性については本稿で扱わない。
 4 ）旧 8条第 2項が学校現場における政治教育への消極姿勢をもたらしたとする見解をとるものに佐藤
（1998：48）、広田（2005：50-51）、佐々木、柳瀬（2009：85）、常時啓発事業のあり方等研究会（2011：
3 ）、新教育基本法法制研究特別委員会ワーキンググループ（2016：157、172）など。ただ佐藤は第 2
項について「功罪なかばする意義をもった」として、その「功」について「第 2項がもたらした教育
二法は、その発案契機には制定当時の政治状況が反映されていることを否定できないが、教場での中
立性と秩序の維持という点で今日においても妥当性をもっているといえる」と評価している。
 5 ） 教育の政治的中立性を巡るもう一つの大きな論点として、政治的中立性を「権力の不介入に対する保障」
と捉える立場から、教育行政などの公権力と学校・教師の権限の独立を巡るものがある。この点につ
いて特に新教育基本法法制研究特別委員会ワーキンググループ（2016 ：156-158、168-173）を参照。た
だしこの論点は「NIEにおける政治的中立性」という本稿の射程を超えている。
 6 ）1947年 3 月15日衆議院教育基本法委員会、1947年 3 月22日貴族院教育基本法特別委員会。なおこれら
の資料は日本教育法学会のホームページ（http：//jela1970.jp/20160409b.pdf）にまとめられており、筆
者もこれらの資料を参照した。
 7 ）「平成27年 6 月15日　参議院政治倫理の確立及び選挙制度に関する特別委員会における決議」（http：//
www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/189/f410_061501.pdf）
 8 ）2015年 9 月30日付『毎日新聞』朝刊社説「主権者教育指針」では、総務省と文部科学省の副教材につ
いて「主権者教育の指針」と表現している。また2015年10月 5 日付『朝日新聞』朝刊「オピニオン」
欄の特集「18歳選挙権と教室」では、「主権者教育」という言葉を特に定義せずに用いているが、本
稿における①と②の総称と思われる。
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 9 ）日本新聞協会は2000年、新聞倫理綱領を改訂している。
10）旧綱領では「第三　評論の態度」で「評論は世におもねらず、所信は大胆に表明されねばならない」
として、没評論原則が強調される「報道」と評論とを明確に区別している。
11）この文章は少なくとも2015年 2 月まで同社のウェブサイトに掲載されていたが、現時点ではレイアウ
トの変更に伴い、掲載されていない。しかし、「ニュース」と「オピニオン」の区別を強調する米国ジャー
ナリズムの伝統的な認識について変化はない。
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